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はじめに 

 

地球温暖化の影響について、全国レベルの検討結果が環境省から平成21年5月に公表され、

地域ごとに様々な異なった影響が出ることが明らかとなった。本土の西南端に位置する九

州・沖縄地方では、すでに温暖化とも考えられる影響が現れており、当該地方は環境面での

影響も最も受けやすく、また、他の地域に先立って受けると考えられる「環境ハザードの最

前線」に位置している。また、同検討結果でも海面水位の上昇に加え強い台風が来襲した場

合の高潮浸水被害（中四国・九州地方で最大年間 7.4 兆円の被害）、気温上昇に伴う熱中症な

どの熱ストレス死亡リスクの増加（現在の最大 7 倍）など今後さらなる影響が想定され、対

策が必要である。 

このため、適応策を地域の特性に応じて検討することが急務であり、環境省 九州地方環境

事務所では、全国に先駆けて平成 21 年度から検討を開始し、平成 22 年度に一般向けの啓発

パンフレットを作成した。 

今年度は、検討の３年目として、九州・沖縄地方で発生する地球温暖化の影響・適応策に

関する地域の課題・ニーズ等を整理するとともに、有識者による最新の検討状況などの情報

を踏まえた検討を行い、九州・沖縄地方の温暖化適応を促進し、その成果を九州・沖縄地方

の地方公共団体や企業・市民などに、広く発信していくことを目的として本業務が実施され

た。 

本報告書は、３年間の検討成果をとりまとめたものである。 
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１．成果の概要 

（１）地球温暖化の現状 

地球温暖化が進行しており、最も厳しい緩和努力をもってしても、今後数十年間の地球

温暖化による影響は避けられない。したがって、短期的影響を応急的に防止・軽減するた

めの適応策や、中長期的に生じ得る影響の防止・軽減に資する適応能力の向上を図るため

の検討を実施することが必要である。 

また、地球温暖化の影響は、地域ごとに異なるため、地域の現在及び将来の影響を的確

に把握し、地域の関係者が主体的に適応策に取り組むことが必要である。 

 

（２）九州・沖縄地方の地球温暖化影響・適応策 

九州・沖縄地方では、気候分野、農業分野、健康分野、防災・水資源分野、森林・水産・

生態系分野のそれぞれで地球温暖化の影響が現実に起き、あるいは今後起こることが予想

されており、様々な適応策が進められている。 

今後も地域特性に応じた適応策を推進することが重要である。 

 

（３）今後に向けて 

地方公共団体アンケート調査結果や地域ＷＧでの検討結果を踏まえると、地方公共団体

の各部署における適応策に関する認識は、あまり高いとはいえないため、①庁内外での適

応策の必要性の周知や②地球温暖化影響も考えて施策の検討を進めていく必要がある。 

また、今後、公表が予定されている「適応策ガイドライン」を参考にしながら、九州・

沖縄地方の各地方公共団体が地域特性に応じた適応策を推進していく必要がある。 

さらに、九州・沖縄地方においても多くの地方公共団体やその研究機関等が「気候変動

適応社会をめざす地域フォーラム」（略称：地域適応フォーラム）に参加し、多くの主体の

連携・協力により、地域主導の適応策推進に向けて活動を進めることが望まれる。 
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２．地球温暖化の現状 

地球温暖化が進行しており、最も厳しい緩和努力をもってしても、今後数十年間の地球

温暖化による影響は避けられない。したがって、短期的影響を応急的に防止・軽減するた

めの適応策や、中長期的に生じ得る影響の防止・軽減に資する適応能力の向上を図るため

の検討を実施することが必要である。 

また、地球温暖化の影響は、地域ごとに異なるため、地域の現在及び将来の影響を的確

に把握し、地域の関係者が主体的に適応策に取り組むことが必要である。 

 

（１）国際的な動向 

地球温暖化問題は、その予想される影響の大きさや深刻さから見て、人類の生存基盤に

関わる最も重要な環境問題の一つである。 

新興国を中心に温室効果ガスの排出量は増加しており、2007 年 11 月に公表された気候

変動に関する政府間パネル（以下「IPCC」という。）の第四次評価報告書によると、世界平

均地上気温は2005年までの100年間に0.74℃上昇し、平均海面水位は20世紀を通じて17cm

上昇した。同報告書では、最近 50 年間の気温上昇の速度は過去 100 年間のほぼ２倍に増加

しており、20 世紀半ば以降に観測された世界平均気温の上昇のほとんどは人為起源の温室

効果ガスの増加によってもたらされた可能性が非常に高いとしている。また、最も厳しい

緩和（＝温室効果ガスの排出削減）努力をもってしても、今後数十年間の気候変動の影響

は回避できないとされている。 

地球温暖化問題に対応するため、国際的には、1992 年５月に気候変動枠組条約、1997 年

12 月に京都議定書が採択（2005 年２月に発効）されている。京都議定書は、先進国全体の

2008年から2012年までの排出量を1990年比で少なくとも５％削減することを目的として、

各国ごとの数値目標（日本は６％削減）を定めたものである。 

京都議定書第一約束期間以降（2013 年以降）の温室効果ガス排出削減に関する国際交渉

においては、様々な局面で長期目標や枠組みに関する議論がなされてきた。 

2009 年７月の G8 ラクイラ・サミットでは、G8北海道洞爺湖サミットにおいて合意した、

世界全体の温室効果ガス排出量を 2050 年までに少なくとも 50％削減するとの目標を世界

全体で共有することを再確認し、この一部として、先進国全体で、1990 年又はより最近の

複数の年と比較して 2050 年までに 80％又はそれ以上削減するとの目標を支持する旨が表

明された。また、2009 年 11 月に発表された気候変動交渉に関する日米共同メッセージに

おいて、両国は、2050 年までに自らの排出量を 80％削減することを目指すとともに、同年

までに世界全体の排出量を半減するとの目標を支持することを表明した。 

2010 年 11 月から 12 月に開催された COP16 では、先進国・途上国双方の削減目標・行動の

同じ決定への位置付けや、緑の気候基金の設立等を内容とするカンクン合意が採択された。 

2011 年 11 月から 12 月に開催された COP17 では、将来の法的枠組みの構築に関する新し

いプロセスとして「強化された行動のためのダーバン・プラットフォーム特別作業部会」

を立ち上げ、可能な限り早く、遅くとも 2015 年中に作業を終えて 2020 年から発効させ、
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実施に移すとの道筋が合意された。また、京都議定書に関しては、第二約束期間の設定に

向けた合意が採択され、第二約束期間には参加しないとの我が国の立場も成果文書上に反

映された。我が国としては、COP16 で採択されたカンクン合意に基づき、2013 年から 2020

年までの間における先進国・途上国双方の排出削減対策等の着実な実施を図るとともに、

将来枠組みの構築に向けた国際的議論に積極的に貢献していく必要がある。1) 

 

（２）国内の動向 

我が国は、京都議定書の下、2008 年度から 2012 年度までの温室効果ガスの平均排出量

を基準年と比べて６％削減する義務を負っている。2010年度の温室効果ガスの総排出量は、

基準年比 0.4％減となっている。産業部門及び運輸部門では京都議定書目標達成計画（平

成 20 年 3 月 28 日閣議決定）に掲げた目安を下回っている一方、家庭部門、業務その他部

門及びエネルギー転換部門では目安を上回っている。 

森林吸収量の確保及び京都メカニズムクレジットの取得は計画されていた水準を達成で

きる見込みであり、これらを加味した場合、2008 年度から 2010 年度までの３か年におい

ては、単年度ベースで削減約束を約５％超過達成の状況である。一方で、第一約束期間の

残り２年間である 2011、2012 年度については、東日本大震災後の原子力発電の稼働状況、

節電等による電力需要の状況、気象状況などの予見が困難な要因に大きく影響を受けると

考えられる。 

また、世界全体の CO2排出量が増加する中で、我が国の平均気温は、100 年あたり約 1.15℃

（統計期間：1898～2011 年）上昇し、既に我が国においても、日降水量 100mm 以上の大雨

や猛暑日の日数が増加しており、今後、我が国の農林水産業、陸海の生態系、水資源、人

の健康などに影響を与えることが予想される。都市部においては、ヒートアイランド現象

の影響も相まって、札幌、東京、名古屋、大阪、福岡では 100 年あたり約３℃、の上昇と

なっている（統計期間：1931～2010 年）。2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

細線（黒）は、国内 17 地点での年平均気温の 1981～2010 年平均基準における偏差を示している。 

太線（青）は偏差の 5 年移動平均を示し、直線（赤）は偏差の長期的傾向を直線として表示したもの

である。 

■日本における年平均気温の経年変化（1898～2010 年）2) 

 
1)第四次環境基本計画（案）（環境省） 

2)気象庁ホームページ「気候変動監視レポート 2010」（気象庁） 
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（３）適応策の必要性 

最も厳しい緩和努力をもってしても、今後数十年間の地球温暖化による影響は避けられ

ないと考えられることから、短期的影響を応急的に防止・軽減するための適応策を引き続

き推進していくとともに、中長期的に生じ得る影響の防止・軽減に資する適応能力の向上

を図るための検討を実施することが必要である。 

また、地球温暖化の地域への影響は、地域に存在する自然資源や産業構造、気候特性等

によって異なることから、地域毎に現在及び将来の影響を的確に把握し、地域の関係者が

主体的に適応策に取り組むことが必要である。 

さらに、中長期的な国内対策として、避けられない影響への適応も必要である。1) 

 

＜適応策の推進に関する国及び地方公共団体の役割＞ 

①国 

・温暖化への適応策、科学的知見の収集等の地球温暖化対策の全体枠組みの形成と

その総合的実施 

・多様な政策手段を動員しての対策の推進 

・温暖化への適応策等への配慮 

・地方公共団体の施策の支援、事業者への技術的な助言、国民への情報提供と活動

推進、環境教育等の推進による人材育成等 

②地方公共団体 

・地域における自主的な適応策の検討・実施 

・地域住民等への情報提供と活動推進、環境教育等の推進による人材育成等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■２つの温暖化対策：緩和と適応 3) 

1)第四次環境基本計画（案）（環境省） 

3)「温暖化から日本を守る適応への挑戦」（環境省） 

■適応策の推進に関する国及び地方公共団体の役割 1) 
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一方、地球温暖化の影響は、全国レベルの検討結果報告書“地球温暖化「日本への影響」-

長期的な気候安定化レベルと影響リスク評価-”が環境省本省から平成21年 5月 29日に公表

され、地域ごとに様々な異なった影響が出ることが明らかとなった。 

特に、九州・沖縄地方は、海面水位の上昇に加え強い台風が来襲した場合の高潮浸水被害

（中四国・九州地方で最大年間 7.4 兆円の被害）、気温上昇に伴う熱中症などの熱ストレス

死亡リスクの増加（現在の最大 7 倍）などが、他地域と比べて大きな影響が出ることが想定

されている。 

このため、適応策についても、九州・沖縄地方の特性に応じて検討することが急務であり、

環境省九州地方環境事務所において、平成 21 年度から「九州・沖縄地方の地球温暖化影響・

適応策検討会」を組織して、検討を進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■九州・沖縄地方における適応策検討の必要性 

 

 

 

 

 

 


